
特集 2 2018年漁業センサス結果の概要

(平成 30年 11月 1日現在 )

一 海面漁業の漁業経営体数は 22.0%減少 ―

本調査は、漁業の生産構造・就業構造を明らかにするとともに、漁村、流通・力日工業等、漁業の背

景の実態を把握し、水産行政諸施策の企画・立案、推進等に必要な資料を整備することを目的とし

て5年に1度実施される基幹統計調査です。

なお、全国版については、農林水産省から公表されています。

【調査結果の概要】

1.海面漁業調査

(1)漁業経営体数 (図 lB表 1)

平成 30年 11月 1日 現在における長崎県の

海面漁業の漁業経営体数は 5,995経営体で、

平成 25年調査 (以下「前回調査」という。)に

比べ 1,695経営体 (22.0%)減少 した。

全国合計は 79,142経営体で、本県はその

7.6%を 占めており、前回調査同様、北海道に

次いで全国 2位であつた。

表1地域別漁業経営体数

図1 漁業経営体数の推移
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(2)漁業就業者数 (図 2)

漁業就業者は 11,715人で、前回調査と

比べ2,595人 (18.1%)減少した。

(3)漁船隻数 (図 3)

漁業経営体が過去 1年間に漁業生産

に使用 し、調査期 日現在で保有 してい

る漁船の総隻数は 9,905隻で、前回

調査と比べ 2,120隻 (17,6%)減少した。

人   図2漁業就業者数の推移
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【調査結果】

1.海面漁業

(1)漁業経営体数

ア)経営組織別漁業経営体数 (表 2)

漁業経営体を経営組織別にみると、「個人経営体」は 5,74o経営体 (全漁業経営体数

に占める割合 95.7%)、 「団体経営体」は 255経営体 (同 4.3%)で、前回調査に比べ

それぞれ 22.7%、 5,2%減少した。   、
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表2経営組織別漁業経営体数

イ)経営体階層別漁業経営体数 (表 o)

漁業経営体を経営体階層別にみると、構成比に大きな変化はないが、前回調査に比ベ

大規模漁業層を除きどの階層とも減少している。

表3経営体階層別漁業経営体数

経営体階層:漁業経営体が「過去1年間に主として営んだ漁業種類」又は「過去1年間に使用した漁船の

トン数」により区分した階層と

漁業経営体とは、過去1年間(平成29年 11月 1日 ～平成30年 10月 31日 。以下同じ。)に不ll潤又は

生活の資を得るために、生産物を販売することを目的として、海面において水産動植物の採捕又は養殖

の事業を行つた世帯又は事業所をいう。

ただし、過去1年間における漁業の海上作業従事口数が 39日未満の個人経営体は除くЬ
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ウ)漁獲物出荷先別漁業経営体数 (表 4)

漁業経営体を漁獲物出荷先月llに みると、「漁業協同組合の市場又は荷さぼき所」が4,453

経営体 (同 74.3%)で最も多く、次いで「漁業協同組合以外の卸売市場」が 1,658経営

体 (同 27.7%)と なつている。

表4 漁獲物口収穫物の出荷先別漁業経営体数(複数回答)

※複数回答項目のため、出荷先別の合計と漁業経営体数(実数)はT致しない。

平成30年調査において、「その他」から『外食産業」を分離して新たに調査項目として設定している。

増減率は平成25年値と比較するため、「外食産業」と「その他」の合計で算出した。

工)漁獲販売金額別漁業経営体数 (表 5)

漁業経営体を漁獲販売金額月llにみると、「100万円未満」が 2,068経営体 (同 34.5%)

で最も多く、次いで「100万円～300万円」が 1,537経営体 (同 25。 6%)と なつている。

表5漁獲販売金額別経営体数

区   分 平成30年 平成25年
構成比

増減率
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オ)営んだ漁業種類別漁業経営体数 (表 6)

漁業経営体を営んだ漁業種類別にみると、「その他の釣」が 2,581経営体 (同 43.1%)

で最も多く、次いで「沿岸いか釣」1,515経営体 (同 25.3%)、 「採貝・採藻」1,483

経営体 (同 24.7%)と なつている。

表6営んだ漁業種類別経営体数(複数回答)

※複数回答項目のため、漁業種類別の合計と漁業経営体数(実数)は一致しない。
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力)専・兼業別個人経営体数 (表 7)

漁業経営体のうち、個人経営体を専・兼業別にみると、「専業」が 3,599経営体 (全

個人経営体数に占める割合 62.7%)で最も多くなつている。

表7 専B兼業別個人経営体数

キ)基幹的漁業従事者の年齢区分別個人経営体数 (表 8)

個人経営体を基幹的漁業従事者の年齢区分別にみると、「70歳以上」が 2,204経営体

(同 38.4%)で最も多くなつている。

また、構成比でみると(全体の約7割を60歳代以上が占めている。

表8基幹的漁業従事者の年齢区分別個人経営体数

基幹的漁業従事者 :個人経営体の世帯員のうち、満15歳以上で自家漁業の海上作業従事日数が最も多い者をいう。

区   分 平成30年 平成25年 増減率
平成30年 平成25年

個 人 経営 体数

専     業
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第1種兼業:個人経営体(世帯)として、過去1年間の収入が自家漁業以外の仕事からもあり、かつ、

自家漁業からの収入がそれ以外の仕事からの収入の合計よりも大きい場合をいう。

第2種兼業:個人経営体(Ⅲ帯)として、過去1年間の収入が自家漁業以外の仕事からもありiかつ、

自家漁業以外の仕事からの収入の合計が自家漁業からの収入よりも大きい場合をいう。
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ク)兼業種類別個人経営体数 (表 9)

前回調査と比べて専業め個人経営体の構成比が増加 し、兼業の個人経営体の構成比が

減少 している。

表9兼業種類別個人経営体数(複数回答)

※平成30年調査において その他」 「漁家レストラン」、「農業」及び「小売業」を分離して

新たに調査項目として設定している。

ケ)自家漁業の後継者有無別個人経営体 (図 4)

自家漁業を営む個人経営体のうち、「後継者あり」は662経営体 (同 11.5%)、 「後

継者なし」は 5,078経営体であった。

図4後継者の有無月1個人経営体数
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(2)漁業就業者数                         十

ア)自営 日雇われ別漁業就業者数 (表 10)

平成 30年の漁業就業者は 11,715人 で、前回調査に比べ 2,595人 (18.1%)減少した。

漁業就業者を自営 。雇われ別にみると、「自家漁業のみに従事」は 6,894人 (全漁業

就業者数に占める割合 58.8%)、 「漁業雇われ」は■860人 (同 37.2%)であつた。

表10自営口雇われ別漁業就業者数

※平成30 いて「 から「漁業従事役員」 て新たに調査項目として している。

増減率は平成25年 るため、「漁業従事役員」と「漁業雇われ」の合計で算出した。

漁業就業者 :満 15歳以上で過去1年間に漁業の海上作業に年間30日 以上従事した者をいう。

イ)年齢階層別漁業就業者数 (図 5日 表 11)

漁業就業者を年齢階層別にみると、「65～69歳」は高齢化の影響もあり、前回調査に

比べ増加しているものの全体的に減少傾向にある。

表11年齢階層別漁業就業者数

構成比漁業就業者数
増減率
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14,319

127
286
485
561

641

866
1,008

1,383

1,810

2,254

1,617

1,522

1,750

100.0

0.7

2.2

2.9

3.8

4.7

5.4

6.6

8.0

10.9

14.5

15.8

104
13.9

100.0

0,9

2.0

3.4

3.9

4.5

6.1

7.0

9.7

12.6

15,8

11.3

10.6

12.2

△  18.1

△ 33.9

△ 9.1

△ 29.1

△ 19.8

△  13.4

△ 26.6

△ 23.1

△ 31.9

△ 29.2

△ 24.8

14.2

△ 20.2

△ 6.6

ｒ
　
　
ｒ

7,021

4,694

9,421

4,889

59.9

40。 1

65.3

34.2

△ 25.5

△ 4.0
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ウ)新規漁業就業者数 (表 12)

平成 30年の新規就業者は 151人で、前回調査に比べ 42人 (38.5%)増加した。

表12新規就業者数
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新規就業者数 構成比
増減率

平成30年 平成25年 平成30年 平成23年

新 規 就 業 者 数

自 家 漁 業 の み

漁 業 雇 わ れ

人

151

25

126

人

109

44

65

%

100.0

16.6

83.4

%

100.0

40.4

59.6

%

38.5

△ 43.2

93.8

新規就業者:過去1年間に漁業で恒常的な収入を得ることを目的に主として漁業に従事した者で、①新たに漁業

を始めた者、②他の仕事が主であつたが漁業が主となつた者、③普段の状態が仕事を主としてい

なかつたが漁業が主となつた者のいずれかに該当する者をいう。

なお、個人経営体の自家漁業のみに従事した者については、前述のうち海上作業に30日 以上従

事した者を新規就業者とした。



(3)漁船隻数 (表 13)

漁業経営体が過去 1年間に漁業生産に使用 し、調査期 日規在保有している漁船の総隻数

は 9,905隻で前回調査に比べ 名120隻 (17.6%)減少 した。

種類別にみると、無動力漁船 79隻 (漁船総隻数に占める割合 0.8%)、 船外機付漁船

3,Ь20隻 (同 35.5%)、 動力漁船 6,306隻 (同 63.7%)で、それぞれ 28.8%、 21.1%、

15.4%減少した。

表13 漁 船 隻 数

構成比漁船隻数

平成25年
増減率

平成30年平成25年平成30年
区   分

隻

9,905

79

3,520

6,306

353

1,439

2,810

978

658

3

1

21

5

11

26

1

隻

12,025

111

4,459

7,455

338

11793

3,474

li088

672

・5

8

30

12

8

25

1

1

%

100.0

0.8

35:5

63.7

3.6

14.5

28.4

9.9

6.6

0,0

0.0

0.2

0.1

0.1

0.3

0.0

96

100.0

0.9

37.1

62.0

2B

14.9

28.9

9.0

5,6

0.0

0.1

0.2

0.1

0.1

0.2

0,0

0.0

△ 40.0

△ 87.5

△ 30.0

△ 58,3

37.5

4.0

0,0

%

△ 17.6

△ 28.8

△ 21.1

△ 15.4

4.4

△ 19.7

△ 1911

△ 10.1

△ 2.1

漁 船 総 隻 数

無 動 力 漁 船 隻 数

船 外 機 付 漁 船 隻 数

動  力  漁

1ト ン 未

1 ～

3  ん

5   -

10  ～

20  ～

30  ～

50  ～

100  ～

150  ～

200  ～

350  ～

500  ～

1,000 ト ン

1

船

満

３

５

‐０

２０

３０

５０

００

５０

200

350

500

1,000

以 上

漁船:過去1年間に経営体が漁業焦産のために使用したもので、主船のほかに付属船(まき網における灯船、

魚群探索船r網船等)を含む。ただし、漁船の登録を受I丁ていても、直接漁業生庫に参加しない船

(遊漁のみに用いる船、買いつけ用の鮮魚運搬船等)は除く。

無動力漁船:推進機関を付けない漁船をいう。

船外機付漁船:無動力漁船に船外機(取り外しができる推進機関)を付けた漁船をいい、複数の無動力漁船に

1台の船外機を変互に付けて使用する場合には、そのうち1隻を船外機付漁船、他を無動力

漁船とした。

動力漁船:推進機関を船体に固定した漁船をいう。なお、船内外機船(船内にエンジンを設置し、船外に推進

ユニット(プロペラ等)を設置した漁船)については動力漁船とした。


